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る85）。確かに，刑法第217条の規制は，― 業としての ― 自殺援
助の態様に限定されている86）。しかし，自己決定に関して残さ
79）　判決文276段落。
80）　判決文276段落。
81）　判決文277段落。
82）　判決文277段落。
83）　判決文277段落。
84）　判決文278段落。
85）　判決文278段落。
86）　判決文280段落。
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れた余地は，理論上のものであり，実際上の見通しを示してい
ないことから，この禁止に関連付けられる自律性の喪失は，い
ずれにせよ，広範に不均衡である87）。
（a）　この刑法第217条における自律性に反する効果は，
業としての自殺援助の提供以外の様々な状況で，個人が自
殺の決意を実行するために，信頼性のある現実的な選択肢
が残されていないという事実により強化される88）。個別事
案において刑法第217条を狭く解釈することにより不可罰
性が確保されうる自殺支援の在り方は，憲法で求められる
ところの人生終焉期における自己決定の実施を十分に充実
化するものではない89）。事実上，業としての提供以外で介
助自殺の選択肢が利用可能であるという立法者による暗黙
の想定は，法秩序の一体性を考慮していない90）。立法者が
現状の選択肢を非難することで一定の形式における自由の
行使を排除する場合，そこで基本権を実現するために残さ
れた選択肢は，実際上，適合的なものでなければならな
い91）。これは，特に自殺の権利に関して当てはまる92）。ここ
において，個人的確信が得られることは，いわば自己同一
性を生じさせ，事実上，自己像に適うかたちで行動しうる
ものとなる93）。
87）　判決文280段落。
88）　判決文280段落。
89）　判決文281段落。
90）　判決文283段落。
91）　判決文283段落。
92）　判決文283段落。
93）　判決文283段落。
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自殺支援における包括的な刑法上の禁止が断念されただ
けでは，これを正当化できない94）。自殺支援が業として提
供されないならば，各人は，少なくとも自殺に必要な薬物
の処方により自殺を支援する医師の個人的な準備に大きく
依存することになる95）。現実的な考慮に鑑みれば，そのよ
うな個々の医師における準備は，例外的な場合にのみ利用
することができる96）。これまでのところ，医師は，自殺幇
助を提供する準備をほとんど用意しておらず，また，それ
を行う義務もない97）。すなわち，自己決定的な死の権利か
ら，第三者に対して自殺を支援しなければならないという
要請までは導かれない98）。更に，医師の職業法は，自殺支
援の準備に制限を設定している99）。多くの州における医師
会が定めている医師介助自殺の職業法的な禁止は，個人に
おける自己決定の実現を各地域の特殊性に委ねているだけ
ではなく，少なくとも事実上の行動指針として影響を及ぼ
している100）。しかし，介助自殺という選択肢における利用
可能性は，かかる医師の行動が書かれた法に合致していな
いにもかかわらず，憲法により保障された自身の自由を引
き合いに出すことで，そのような法を専断的に無視すると
いう医師の準備状況に依存するようなものであってはなら
ない101）。この状況が維持される間，業としての自殺援助の
94）　判決文284段落。
95）　判決文284段落。
96）　判決文284段落。
97）　判決文285-288段落。
98）　判決文289段落。
99）　判決文290段落。
100）　判決文290段落。
101）　判決文296段落。
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提供は，事実上の需要が喚起される102）。
（b）　緩和医療的な患者ケアの改善は，個人の自己決定
における不均衡な制限を埋め合わせるために適合的である
とはいえない103）。それは，既存の欠落を解消する可能性が
あることから，それに起因して自殺願望を有する致死的病
気の患者数減少に適しているかもしれない104）。しかし，こ
れは，任意の自己決定において下されるべき自殺の決意に
関する制限を是正するものではない105）。緩和ケアを利用し
なければならない義務はない106）。自身の人生を終わらせる
判断には，既存の代替案に反対する判断も同時に含まれ，
それは，自律的な自己決定による行為として受け入れられ
るべきである107）。
（c）　更に，国家的共同体は，海外において利用可能な自
殺支援の提供を個人に要求してはならない108）。国家は，そ
の固有の法秩序内で，基本法第１条第３項に従って必要な
基本権的保護を保障しなければならない109）。
（3）　最終的に，第三者の保護という観点は，刑法第217条に
よる個人的自己決定の制限を正当化するために適合的ではな
102）　判決文297段落。
103）　判決文298段落。
104）　判決文298段落。
105）　判決文298段落。
106）　判決文299段落。
107）　判決文299段落。
108）　判決文300段落。
109）　判決文300段落。
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い110）。個人は，所与の事実関係において一般的に受忍可能な限
界内で社会的共存を維持し，促進するために立法者が描く基本
権的自由の制限を甘受しなければならない111）。しかし，その場
合であっても，人格の独自性は確保されなければならない112）。
模倣効果の回避等，第三者の保護という懸念は，事実上，個人
において自殺する権利の剥奪が甘受されなければならないとい
うことを正当化するものではない113）。
４．　このような評価は，欧州人権条約及び欧州人権裁判所が策定した条約
法の評価とも合致している114）。
Ⅱ．　刑法第217条は，自殺を支援したい個人及び社団の基本権にも違反してい
る115）。業としての自殺援助の禁止は，自殺を決意した者の一般的人格権と両立
しないことから，客観的な意味で憲法規範に反しており，その結果，かかる規
範の直接的な名宛人に対しても無効である116）。刑法第217条の下で処罰される
行為の憲法的保護は，自殺支援を提供する個人と社団の基本権，特に，基本法
第12条第１項又は自己決定的な死に関する権利を補充的に含む基本法第２条第
１項と機能的に連動することで生じる117）。自殺の判断は，それを実施する際に，
自殺の機会を提供し，作出し，又はあっせんする第三者の準備にのみ，事実上，
依存しているだけではない118） 。同時に，第三者が自殺支援の準備を法的に実
110）　判決文301段落。
111）　判決文301段落。
112）　判決文301段落。
113）　判決文301段落。
114）　判決文302-305段落。
115）　判決文306-333
116）　判決文331段落。
117）　判決文331段落。
118）　判決文331段落。
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施できなければならない119）。したがって，自殺に関する権利の保障は，それに
適合して，広範なかたちで，自殺支援者の行為における基本権的保護に呼応す
るものである120） 。
刑法第217条による禁止は，自由刑の威嚇により，規範の直接的名宛人であ
る自然人の自殺支援者を侵害していることに加え，基本法第104条第１項と併
せて適用される場合も含めた第２条第２項第２文に由来する自由権も侵害して
いる121）。業としての自殺援助の可罰性に関連付けられた過料の可能性は，基本
法第２条第１項を根拠としてドイツの臨死介助協会における基本権を侵害して
いる122）。
Ⅲ.　刑法第217条は，ここで認定された憲法侵害を理由として，無効が宣言さ
れる123）。立法者の意図に反することから，合憲限定解釈は不可能である124）。
このことは，立法者が自殺支援を規制してはならないと結論付けるものでは
ない125）。しかし，そのような規制は，任意に自己決定し，それを発展させるた
めの精神的・道徳的存在としての人間の表象に合致したものでなければならな
い126）。自身の人生に関する自己決定を保護するために，組織的な自殺支援の現
象に関して，立法者には，様々な可能性が既に開かれている127）。その範囲は，
法的に定められた情報提供義務及び待機義務，自殺支援提供の信頼性を確保す
119）　判決文331段落。
120）　判決文331段落。
121）　判決文332段落。
122）　判決文333段落。
123）　判決文337段落。
124）　判決文334-336段落。
125）　判決文338段落。
126）　判決文338段落。
127）　判決文339段落。
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るための許可の留保等の手続保障的体制に関する積極的な規制から，特に危険
な形態の自殺支援の禁止に至るまで，多岐に亘る128）。それらは，刑法において
明記されるか，又はその違反に対して少なくとも刑事制裁により保護すること
も可能である129）。しかし，自殺に関する権利において，不治の病気が存在する
ことに依存するというような実体的基準の下に，自殺への助力の許容性を従わ
せることは禁止される130）。それにもかかわらず，その生活状況に応じて，自殺
願望の真摯性及び持続性の裏付けに様々な要件を課すことができる131）。しか
し，任意の判断を基礎として第三者の支援を得ながら自殺するという憲法的に
保護された個人の権利のために，その展開及び実施に関する十分な事実上の余
地が残されていることを保障しなければならない132）。そのためには，医師及び
薬剤師の職業法における首尾一貫した調整だけでなく，おそらく麻薬法の適合
化も求められる133）。これは，医薬品法及び麻薬法の領域に根差している消費者
保護及び濫用防止の要素を保持しながら，自殺支援の領域における保護の構想
を統合化する可能性を排除するものではない134）。
以上は，総じて自殺支援に関する義務があってはならないということを妨げ
るものではない135）。
128）　判決文339段落。
129）　判決文339段落。
130）　判決文340段落。
131）　判決文340段落。
132）　判決文341段落。
133）　判決文341段落。
134）　判決文342段落。
135）　判決文342段落。
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